
１．令和元年度燕市一般会計補正予算（第１０号）について

　（１） 補正額と財源内訳 （単位：千円）

　（２） 歳入の概要
※歳入及び歳出の概要の補正前予算額は今回補正となる科目を対象に集計してあります。 （単位：千円）

△ 91,840 -

私立保育園子ども・子育て支援臨時交付金 37,967 △ 37,967 -

私立認定こども園子ども・子育て支援臨時交付
金

47,061 △ 47,061 -

国民健康保険基盤安定負担金 67,855 △ 2,221 歳出5

子どものための教育・保育給付費負担金
（幼稚園費）

28,156 1,517 歳出9・41

国庫補助金 個人番号カード交付事業費補助金 9,294 11,254 歳出4

保育所等整備交付金 211,430 7,169 歳出10

公立保育園子ども・子育て支援臨時交付金 91,840

公立認定こども園子ども・子育て支援臨時交付
金

13,555 △ 13,555 -

44,597,656△ 181,503

２ 地方特例交付金 子ども・子育て支援臨時交付金 子ども・子育て支援臨時交付金 0 214,178 -

３ 国庫支出金 国庫負担金
子どものための教育・保育給付費負担金
（児童福祉費）

297,148

議案
番号 14

関連歳出

-

科　　　　　　目 補正額補正前予算額

市税

令和元年度燕市一般会計補正予算（第１０号）の概要 資料
番号 1

企画財政課

　今回の補正予算は、令和元年度で実施してきた事業の実績見込みに基づき、私立保育園・こども園関連経費や社会資本整備総合交付金事

業、燕・弥彦総合事務組合負担金、特別会計繰出金及び産業関係の融資資金などの増減について補正計上するものです。

　また、国の補正予算に伴い小中学校のＬＡＮ環境の整備費、県営土地改良事業の負担金及び社会資本整備総合交付金事業などについて追

加補正するものです。

補 正 前 の 額 今 回 補 正 額
財 源 内 訳

補 正 後 の 額
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

44,349,513

番号

248,143

１ 軽自動車税

195,471

1環境性能割 2,002

△ 17,425 251,600

25,039 歳出7・8・9
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（単位：千円）

補正前予算額 補正額 関連歳出

古着等有価物売払収入 50 56 歳出6

ふるさと燕応援基金利子収入 1 7 歳出1

財産売払収入 土地建物売払収入 49,500 △ 23,400 -

アルミ缶等有価物売払収入 250 2 歳出6

減債基金利子収入 30

仲治奨学基金利子収入 7 5 歳出37

子ども夢基金利子収入 9 4 歳出38

国民健康保険基盤安定負担金 215,618 △ 7,430 歳出5

後期高齢者医療保険基盤安定拠出金 130,919 △ 255 歳出14

文化財関係補助事業補助金 1,563 △ 605 歳出42

子どものための教育・保育給付費負担金
（幼稚園費）

14,078 758 歳出9・41

県補助金 新潟県移住・就業等支援事業補助金

文化財関係補助事業補助金 8,820 △ 3,258 歳出42

公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費
補助金

0 165,908 歳出39

４ 県支出金 県負担金
子どものための教育・保育給付費負担金
（児童福祉費）

129,985 10,668 歳出7・8・9

社会資本整備総合交付金（住宅費） 47,097 △ 13,145 歳出15・33・34

学校施設環境改善交付金 0 2,372 歳出40

公立幼稚園子ども・子育て支援臨時交付金 2,920 △ 2,920 -

社会資本整備総合交付金（土木費） 225,950 16,396 歳出21～32

国庫支出金 国庫補助金 子育てのための施設等利用給付交付金 111 112 歳出12

番号 科　　　　　　目

３

子育てのための施設等利用子ども・子育て支援
臨時交付金

56 △ 56 -

7,500 △ 5,250 歳出3

特別保育事業費補助金 42,471 △ 8,596 歳出7・9

55 56 歳出12

子ども医療費助成事業交付金 80,329 △ 739 -

国土調査事業費補助金 6,750 1,965 歳出19

子育てのための施設等利用給付交付金

18 歳出2

農地集積・集約化促進事業補助金 27,510 △ 20,819 歳出17

木造住宅耐震診断事業費補助金 1,465 △ 271 歳出33

施設型給付費地方単独費用補助金 16,854 △ 4,651 歳出9・41

５ 財産収入 財産運用収入 財政調整基金利子収入 44 276 歳出2
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（単位：千円）

番号 科　　　　　　目 補正前予算額 補正額 関連歳出

吉田下中野２号線交差点改良事業 3,200 △ 2,300 歳出29

新生町佐渡線交差点改良事業

寺郷屋灰方線自歩道整備事業 9,600 400 歳出25

小古津新又新線自歩道整備事業 3,500 400 歳出27

笈ケ島大通川線他道路改良事業 2,900 △ 900 歳出28

園児通行ルート安全対策事業

4,900 △ 400

広域６号線歩道整備事業 4,600 900 歳出26

雪寒事業 30,600 26,400 歳出23

大曲６２号線他道路改良事業 20,200 △ 3,100 歳出24

橋梁修繕事業 7,700 1,300 -

側溝修繕事業 56,700 △ 500 歳出22

橋梁定期点検事業 8,100 △ 1,200 -

多面的機能支払補助金返還金 0 1,157 歳出47

９ 市債 市債 土地改良事業 64,300 68,800 歳出18

灰方幹線他歩道整備事業 7,500 △ 200 歳出21

新潟県市町村振興協会基金交付金 8,000 788 -

Ｂ＆Ｇ海洋センタープール修繕助成金 6,200 △ 6,200 歳出45

後期高齢者保健事業受託収入 21,202 △ 1,323 歳出13

経営安定化緊急対策資金預託金元金 55,000 △ 11,031 歳出20

雑入 児童クラブ間食費負担金 18,148 236 歳出11

市町村振興宝くじ交付金 9,000 1,615 -

工場等移転資金預託金元金 13,000 △ 12,857 歳出20

小売商業近代化資金預託金元金 5,500 △ 5,248 歳出20

小規模企業振興資金預託金元金 2,500 △ 2,500 歳出20

７ 繰入金 基金繰入金 仲治奨学基金繰入金 63,360 △ 8,720 歳出37

８ 諸収入 貸付金預託金元利収入 奨学金貸付金元金 53,783 9,233 歳出37

中小企業振興資金預託金元金 600,000 △ 163,271 歳出20

６ 寄附金 寄附金 児童福祉費寄附金 1 100 歳出6

教育費寄附金 5,970 18,841 歳出38・43

文化会館楽屋トイレ改修事業 7,600 △ 7,600 -

歳出30

新堀新町線踏切拡幅歩道整備事業 5,300 1,200 -

生活道路対策事業 4,900 4,700 歳出31

0 2,100 歳出32
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（単位：千円）

　（３） 歳出の概要 （単位：千円）

12,400 600 歳出10

公共施設等適正管理推進事業債 184,000 19,600 歳出44・45

基金積立金

燕さくらマラソン大会に係るふるさと燕応援寄附金
（令和2年度大会分）の実績によりふるさと燕応援基金
に積み立てます。

・ふるさと燕応援基金積立金　　　　　 38千円

基金利子収入の実績により増額します。

・ふるさと燕応援基金利子積立金 　　 　7千円
　　　　　　（補正後基金残高　1,724,270千円）

1,620,001

１ 目 一般管理費

財源内訳 説明
資料

番号 事　業　概　要

総務費

45 7 38 -

総務課

補正額

１ 項 総務管理費

２ 款

担当課 特定財源 一般財源
補正前予算額

事　業　名　等

1

2

基金積立金

基金利子収入の実績により増額します。

・財政調整基金利子積立金　　   　　 276千円
・減債基金利子積立金　　　　   　　　18千円
　 　 　　　（補正後基金残高　　643,576千円）

今後の円滑な財政運営のため財政調整基金に積み立て
ます。

・財政調整基金積立金　　　　　　130,593千円
　　　   　 （補正後基金残高　2,561,303千円）

342,722 130,887 294 130,593 -

企画財政課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

４ 目 財政管理費

９ 市債 市債 吉田野球場等ナイター照明改修事業 600 △ 600 -

ＩＣＴ教育推進事業 0 165,900 歳出39

24,400 △ 24,400 -

番号 科　　　　　　目 補正前予算額 補正額 関連歳出

分水テニスコートナイター照明改修事業 16,000 △ 16,000 -

子どもの居場所整備事業

燕北小学校外壁改修事業 0 4,700 歳出40

合併特例債 260,300 11,800 歳出10

県地域づくり資金地域振興事業債

利子収入

利子収入
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（単位：千円）

３ 款 民生費

補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

１ 項 社会福祉費

１ 目 社会福祉総務費

事　業　概　要

つばめ移住・定住促進事業 補助金申請の見込みにより補助金を減額します。

・移住・就業等支援補助金　　　　△7,000千円
10,000 △ 7,000 △ 5,250 △ 1,750 -

地域振興課

事　業　名　等
事　業　概　要 補正前予算額 補正額

財源内訳

５ 目 企画費

番号
説明
資料担当課 特定財源 一般財源

3

4

戸籍住民基本台帳費
国の補正予算に対応し、地方公共団体情報システム機
構への交付金を増額します。

・個人番号カード交付事務事業交付金
　　　　　　　　　　　　　 　　　11,254千円

9,294 11,254 11,254 0 -

5

国民健康保険特別会計繰出金

国民健康保険特別会計の実績等により繰出金を増減し
ます。

・保険基盤安定繰出金　　　　　　△12,868千円
・出産育児一時金繰出金　　　　　　　 560千円
・財政安定化支援事業繰出金　　　 △6,244千円

434,313 △ 18,552 △ 9,651 △ 8,901 -

保険年金課

番号
事　業　名　等

市民課

３ 項 戸籍住民基本台帳費

１ 目 戸籍住民基本台帳費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

国県支出金

国県支出金

国県支出金
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（単位：千円）

-

子育て支援課

7

私立認可保育所経費

職員配置の実績等による加算額の減や園児数の実績見
込みにより保育実施委託料等を減額します。（園児数
６園で15名減）

・泉保育園保育実施委託料　　 　 △2,400千円
・第二泉保育園保育実施委託料 　 △6,500千円
・ぎんなん保育園保育実施委託料  △1,800千円
・立正保育園保育実施委託料　　　△4,500千円
・きららにこにこ保育園保育実施委託料
　　　　　　　　　　　　　 　　 　△500千円
・地域型保育給付費負担金（ハッピー第四保育園）
　　　　　　　　　　　　　　　 △14,000千円

県の補助単価等の改正をはじめ未満児保育や障がい児
保育等の実績見込みに応じて特別保育事業補助金を増
減します。（６園で未満児19名減、障がい児7名減）

・泉保育園特別保育事業補助金　　△1,725千円
・第二泉保育園特別保育事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　△3,939千円
・ぎんなん保育園特別保育事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　△714千円
・立正保育園特別保育事業補助金　　　 73千円
・きららにこにこ保育園特別保育事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　△1,713千円
・ハッピー第四保育園特別保育事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　△5,548千円

574,659 △ 43,266 12,143

特定財源 一般財源

２ 項 児童福祉費

２ 目 保育園費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課

6

保育園運営費

カンカンＢＯＯＫ事業と福服ＢＯＯＫ事業の収益によ
り、図書購入費を増額するとともに「藤の曲保育園の
ために」寄附された寄附金を活用し、玩具を購入しま
す。

・消耗品費　　　　　　　　　　　　　 158千円
　　　　　　（図書購入費　　　　　　  58千円
　　　　　　　玩具等購入費　　　　　 100千円）

18,638 158 △ 42,000 0 -

子育て支援課

△ 55,409

国県支出金

寄附金

100
財産収入

58
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（単位：千円）

番号

10

子育て支援課

8

保育所広域入所委託事業

市外の保育園等への入所児童数の実績見込みにより給
付費負担金を増減します。（広域入所児童数９名増、
地域型保育児童数１名減）

・広域入所施設型給付費負担金　　　4,100千円
・地域型保育給付費負担金　　　　△2,000千円

16,170 2,100 1,785 315 -

子育て支援課

子育て支援課

事　業　概　要 補正前予算額 補正額

△ 32,065 -

分水小学校区における新たな
保育園整備事業

事業費の見込みや国の交付金の基準改正に基づき、国
庫補助である保育所等整備交付金を増額し、それに伴
い市単補助である燕市児童福祉施設整備事業補助金を
減額します。

・保育所等整備交付金（国1/2、市1/4）
　　　　　　　　　　　　　 　　　10,753千円
・燕市児童福祉施設整備事業補助金（市単独補助）
　　　　　　　　　　　　　　 　△23,839千円

450,001 △ 13,086 △ 13,031 △ 55 -

事　業　名　等 財源内訳 説明
資料担当課 特定財源 一般財源

9

私立認定こども園経費

職員配置の実績等による加算額の減や園児数の実績見
込みにより給付費負担金を減額します。（園児数２園
で13名減）

・認定こども園真学園施設型給付費負担金
　　　　　　　　　　　　　　 　 △7,500千円
・きららおひさまこども園施設型給付費負担金
　　　　　　　　　　　　　　 　 △9,000千円

県の補助単価等の改正をはじめ未満児保育や障がい児
保育等の実績見込みに応じて特別保育事業補助金を増
減します。（２園で未満児４名減、障がい児11名減）

・認定こども園真学園特別保育事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　25千円
・きららおひさまこども園特別保育事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　△3,653千円

390,536 △ 20,128 11,937

国県支出金

国県支出金

国県支出金

7,169

△20,200

地方債
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（単位：千円）

番号
説明
資料

４

子育てのための施設等利用給
付事業

保育園等に在園していない子どもの一時預かり事業等
で、幼児教育・保育の無償化の対象となる子どもの数
が見込みより増加しているため、利用給付費を増額し
ます。

・子育てのための施設等利用給付費　　226千円

222 226

-

保険年金課

補正前予算額

13 △ 4,044 △ 1,323 △ 2,721

款 衛生費

-

特定財源 一般財源

11

児童クラブ運営事業 児童クラブの実績見込みに応じて間食にかかる経費を
増額します。

・食糧費　　　　　　　　　　　　　　236千円

18,149 236

１ 項 保健衛生費

４ 目 健康増進費

-

子育て支援課

12

事　業　名　等
事　業　概　要

62,229

事業実施による健康診査業務等の経費確定により減額
します。

・手数料　　　　　　　　　　　　 　△85千円
・後期高齢者健診委託料　　　　　△1,613千円
・事務費負担金　　　　　　　　　△2,346千円

後期高齢者医療広域連合運営
費

14

４ 目

子育て支援課

補正額
財源内訳

担当課

７

財源内訳 説明
資料担当課 特定財源 一般財源

説明
資料担当課 特定財源 一般財源

児童クラブ費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額

168 58

236 0

目 子育て支援費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳

保険年金課

後期高齢者医療特別会計繰出
金

後期高齢者医療保険基盤安定負担金の納付額の確定に
より減額します。

・保険基盤安定繰出金　　　　　 　 △339千円

174,559 △ 339 △ 255 △ 84 -

諸収入

国県支出金

諸収入

国県支出金

- 8 -



（単位：千円）

ブロック塀等の対策工事の事業実績に基づき減額しま
す。

・工事請負費　　　　　　　　　　△9,075千円

17

農地集積・集約化促進事業
農地の集積・集約の実績に基づき補助金を減額しま
す。

・農地集積・集約化促進事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　 △20,819千円

27,510 △ 20,819 △ 20,819 0 -

農政課

項 農業費

担当課 特定財源 一般財源
補正前予算額 補正額

財源内訳 説明
資料

16

燕・弥彦総合事務組合負担金

２ 項 清掃費

２ 目 塵芥処理費

35,288 △ 9,075 △ 4,653 △ 4,422 -

生活環境課

15

霊園・墓地公園ブロック塀等
対策事業

１０ 目 霊園・墓地公園管理費

３ 目 農業振興費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

６ 款 農林水産業費

１

金属類及び紙類の引取価格下落による歳入減や粗鉄処
分委託料の上昇の影響によりごみ処理費負担金を増額
します。

・燕・弥彦総合事務組合ごみ処理費負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　 12,239千円

491,756 12,239 0 12,239 -

生活環境課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

国県支出金

国県支出金

- 9 -



（単位：千円）

１ 項 商工費

２ 目 商工振興費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

中小企業融資金貸付金

制度融資の実績により預託金を減額します。

・中小企業振興資金預託金　　　△163,271千円
・工場等移転資金預託金　　　　 △12,857千円
・小売商業近代化資金預託金　　　△5,248千円
・小規模企業振興資金預託金　　　△2,500千円
・経営安定化緊急対策資金預託金 △11,031千円

676,000 △ 194,907 △ 194,907 0 -

商工振興課

-

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
特定財源

目 国土調査費

事　業　名　等

国土調査事業

財源内訳 説明
資料担当課

土木課

８

番号

19

一般財源

５ 目 農地費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳

国の補助金（補正予算）を活用し、国土調査業務の委
託料を増額します。

・国土調査業務委託料　　　　　　　2,920千円

7,602 2,920 1,965 955

説明
資料担当課 特定財源 一般財源

18

県営土地改良事業

国の補正予算に対応し新潟県の実施する土地改良事業
負担金を増額します。

・県営かんがい排水（農地防災）事業負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　8,097千円
・県営経営体育成基盤整備事業負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　 59,646千円

66,336 67,743 68,800 △ 1,057 -

農政課

７ 款 商工費

20

地方債

国県支出金

諸収入

- 10 -



（単位：千円）

26

広域６号線歩道整備事業 国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・工事請負費　　　　　　  　　　△4,400千円
11,500 △ 4,400 △ 4,490 90 -

土木課

25

寺郷屋灰方線自歩道整備事業 国交付金事業の進捗を図るため工事請負費を増額しま
す。

・工事請負費　　　　　　　　　　　3,500千円

22,500 3,500 2,545 955 -

土木課

24

大曲６２号線他道路改良事業 国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・測量設計業務委託料　　　　　  △8,000千円
44,000 △ 8,000 △ 7,675 △ 325 -

土木課

23

雪寒事業 国の交付金（補正予算）を活用し、消雪施設の工事請
負費を増額します。

・工事請負費　　　　　　　　　　 63,000千円

82,000 63,000 63,000 0 -

土木課

21

灰方幹線他歩道整備事業 国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・測量設計業務委託料　　 　 　　△1,000千円
・用地測量業務委託料　　　　 　　 △890千円

17,500 △ 1,890 △ 1,025 △ 865 -

土木課

22

側溝修繕事業 国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・工事請負費　　　　　　 　　 　△4,000千円
123,000 △ 4,000 △ 4,008 8 -

土木課

６ 目 社会資本整備総合交付金事業

８ 款 土木費

２ 項 道路橋梁費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

国県支出金

△825

△200

地方債

国県支出金

△3,508

△500

地方債

国県支出金

36,600

26,400

地方債

国県支出金

2,145

400

地方債

国県支出金

△5,390

900

地方債

国県支出金

△4,575

△3,100

地方債

- 11 -



（単位：千円）

29

吉田下中野２号線交差点改良
事業 国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・工事請負費　　　　　　　　　　△6,000千円
7,250 △ 6,000 △ 5,675 △ 325 -

土木課

30

新生町佐渡線交差点改良事業 国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・測量設計業務委託料　　　　　　　△500千円
7,000 △ 500 △ 400 △ 100 -

土木課

28

笈ケ島大通川線他道路改良事
業 国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・測量設計業務委託料　　　　　　△1,700千円
5,500 △ 1,700 △ 1,650

27

小古津新又新線自歩道整備事
業

国交付金事業の事業の進捗を図るため工事請負費を増
額します。

・工事請負費　　　　　　　　　　　1,000千円

9,500 1,000 950 50 -

土木課

△ 50 -

土木課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

31

生活道路対策側溝修繕事業 国の交付金（補正予算）を活用し、側溝修繕の工事請
負費を増額します。

・工事請負費　　　　　　 　　　　10,000千円

11,000 10,000 10,090 △ 90 -

土木課

32

園児通行ルート安全対策事業

国の交付金（補正予算）を活用し、保育園での散歩な
ど、園児が集団で移動する道路の安全対策について、
関係機関との協議に基づき転落防止柵や防護柵の設
置、集水桝の蓋掛け等を実施します。
（対象路線：廿六木中央通線、吉田燕幹線、富永用水
側道１号線、吉田西太田19号線、下粟生津20号線、小
牧灰方線）

・工事請負費　　　　　　　　　　　3,700千円

0 3,700 3,700 0 -

土木課

国県支出金

△750

△900

地方債

国県支出金

550

400

地方債

国県支出金

△3,375

△2,300

地方債

国県支出金

5,390

4,700

地方債

国県支出金

1,600

2,100

地方債

地方債

- 12 -



（単位：千円）

４ 項 都市計画費

１ 目 都市計画総務費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

33

建築総務費

補助金の申請実績に基づき減額します。

・木造住宅耐震改修事業補助金　　△5,250千円
・木造住宅耐震診断事業補助金　　△1,620千円
・民間建築物アスベスト含有調査事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　△413千円
・木造住宅建替耐震化事業補助金　　△900千円
・ブロック塀等撤去費補助金　　　　△807千円

12,850 △ 8,990 △ 4,319 △ 4,671 -

営繕建築課

５ 項 住宅費

１ 目 市営住宅等管理費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

34

市営住宅等管理費

国交付金事業の事業実績に基づき減額します。

・公営住宅等長寿命化計画策定業務委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　△627千円
・設計監理業務委託料　　　　　　　△352千円
・工事請負費　　　　　　　　　　△8,261千円

58,312 △ 9,240 △ 4,444 △ 4,796 -

営繕建築課

９ 款 消防費

１ 項 消防費

１ 目 常備消防費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

35

常備消防事業

燕・弥彦総合事務組合の運営経費等の実績見込みによ
り減額します。

・燕・弥彦総合事務組合運営経費負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　△3,188千円
・燕・弥彦総合事務組合庁舎建設特別負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　△265千円
・燕・弥彦総合事務組合共通経費負担金
　　　　　 　　　　　　　　　　　 △442千円

1,478,424 △ 3,895 0 △ 3,895 -

防災課

国県支出金

国県支出金

- 13 -



（単位：千円）

38

基金積立金

寄附金や利子を子ども夢基金に積み立てます。

・子ども夢基金利子積立金　 　 　　　　4千円
・子ども夢基金積立金
　　　　　　　　通常寄附分 　　　　 100千円
　　　　　　 （積立後基金残高 　124,421千円）

5,778 104 104 0 -

学校教育課

２ 目 非常備消防費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

36

非常備消防事業 消防団事務経費の実績見込みにより減額します。

・燕・弥彦総合事務組合消防団事務経費負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　△1,896千円

124,457 △ 1,896 0 △ 1,896 -

防災課

１０款 教育費

１ 項 教育総務費

２ 目 事務局費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

37

奨学金貸付事業

貸付金の確定により貸付金を減額します。また、繰上
返済等による返還金や利子の実績による増額分を基金
に積み立てます。

・奨学金貸付金　　　　 　　　　 △8,720千円
・仲治奨学基金積立金　 　　　　　 9,233千円
・仲治奨学基金利子積立金 　　　　　 　5千円
　　　　　　 （積立後基金残高   155,659千円）

117,150 518 518 0 -

学校教育課

39

ＩＣＴ教育推進事業

国の補助金（補正予算）を活用し、市内小中学校に校
内LAN環境の整備（普通教室・特別教室・体育館等）と
電源キャビネットの整備（普通教室）を行い、高速大
容量の通信ネットワーク環境を構築します。

・設計監理業務委託料　　　　　　　8,998千円
・工事請負費　　　　　　　　　　322,819千円

0 331,817 331,808 9
学校教育

１

学校教育課

△8,720

9,233

利子収入

5
繰入金

諸収入

4

利子収入

100

寄附金

165,900

165,908

国県支出金

地方債

- 14 -



（単位：千円）

２ 項 小学校費

３ 目 新営改造費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

40

小学校整備事業 国の補助金（補正予算）を活用し、燕北小学校特別教
室棟の外壁改修工事にかかる経費を計上します。

・工事請負費　　　　　　　　　　　7,117千円

21,100 7,117 7,072 45 -

学校教育課

４ 項 幼稚園費

１ 目 幼稚園運営費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

41

幼稚園総務費 市外の幼稚園への入所児童数の実績見込みにより給付
費負担金を減額します。（市外入所児童数４名減）

・施設型給付費負担金　　　　　　△4,000千円

10,482 △ 4,000 △ 1,130 △ 2,870 -

子育て支援課

５ 項 社会教育費

８ 目 文化振興総務費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

42

埋蔵文化財事業 発掘調査業務の実績見込みにより調査委託料を減額し
ます。

・埋蔵文化財発掘調査業務委託料　△5,921千円

17,561 △ 5,921 △ 3,863 △ 2,058 -

社会教育課

６ 項 保健体育費

１ 目 学校衛生費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

学校衛生管理費 「燕北小学校のため」に寄附された寄附金を活用し、
燕北小学校の保健室に空気清浄機を購入します。

・消耗品費　　　　　　　　　　　　　  9千円

129 9 9 0 -

学校教育課

43

4,700

2,372

国県支出金

地方債

国県支出金

国県支出金

寄附金

- 15 -



（単位：千円）

１ 目 過年度支出金

２ 項 雑支出金

１３款 諸支出金

46

国県支出金返還金

平成30年度の国県支出金の精算により返還金が必要に
なったため補正します。

・子ども・子育て支援交付金国庫補助金返還金
　　　　　　　　　　　　　　　　　3,436千円
・地域子ども・子育て支援交付金県費補助金返還金
　　　　　　　　　　　　　　　　　3,436千円

0 6,872 0 6,872 -

子育て支援課

47

国県支出金返還金 平成29年度及び平成30年度の国県支出金の精算により
返還金が必要になったため補正します。

・多面的機能支払補助金返還金　　　　868千円

0 868 868 0 -

農政課

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

４ 目 体育施設費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳

一般財源

45

Ｂ＆Ｇ海洋センター改修事業 改修工事の実績に基づき工事請負費を減額します。

・工事請負費　　　　　　　　　 △12,702千円
58,000 △ 12,702

説明
資料担当課 特定財源

△ 12,100 △ 602

番号
事　業　名　等

-

社会教育課

44

分水多目的屋内運動場外装改
修事業 改修工事の実績に基づき工事請負費を減額します。

・工事請負費　　　　　　　　　　△3,820千円
40,000 △ 3,820 △ 3,500 △ 320 -

社会教育課

地方債

△6,200

△5,900

地方債

諸収入

諸収入

- 16 -



　（４）繰越明許費
（単位：千円）

児童福祉費 分水小学校区における新たな保育園整備事業 436,915

6 農林水産業費 1 農業費 県営土地改良事業 79,478

款 項 事業名 金額

2 総務費 1 総務管理費 ふるさと燕応援事業

6 農林水産業費 1 農業費 市営土地改良事業 16,394

6 農林水産業費 1 農業費 国土調査事業 2,920

7 商工費 2 産業振興対策費 つばめ東京オリンピックプロジェクト 12,819

65,000

2 総務費 1 総務管理費 自治体クラウドファンディング事業 25,000

3 民生費 2

8 土木費 2 道路橋梁費 側溝修繕事業 25,806

8 土木費 2 道路橋梁費 雪寒事業 64,136

8 土木費 2 道路橋梁費 大曲６２号線他道路改良事業 29,842

8 土木費 2 道路橋梁費 寺郷屋灰方線自歩道整備事業 10,688

8 土木費 2 道路橋梁費 小古津新又新線自歩道整備事業 3,000

8 土木費 2 道路橋梁費 生活道路対策側溝修繕事業 11,098

8 土木費 2 道路橋梁費 園児通行ルート安全対策事業 3,700

10 教育費 1 教育総務費 ＩＣＴ教育推進事業 331,817

10 教育費 2 小学校費 小学校整備事業 7,117

10 教育費 3 中学校費 中学校整備事業 11,099

11 災害復旧費 4
農林水産業施設
災害復旧費

農地・農業用施設災害復旧費 57,460
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　（５） 地方債補正

変更 （単位：千円）

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償還の 方法 限 度 額 起債の 方法 利 率 償還の 方法

同左同左同左

道 路 整 備 事 業 289,100

消雪施設整備事業 144,900

橋 梁 修 繕 事 業 15,800

義 務 教 育 施 設
整 備 事 業

16,100

合 併 特 例 債 260,300

県地域づくり資金
地 域 振 興 事 業 債

12,400

公 共 施 設 等 適 正
管 理 推 進 事 業 債

184,000

133,100

291,400

171,300

15,900

186,700

272,100

13,000

203,600

25年以内（う
ち据置5年以
内）の年賦又
は半年賦と
し、元金均等
又は元利均等
の方法により
償還する。
ただし、財政
の都合により
据置期間中で
あっても繰上
償還をし、償
還年限を短縮
し、又は低利
債に借り換え
ることができ
る。

1.5％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金、地
方公共団体金
融機構資金等
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

普通貸借

県営土地改良事業 64,300
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廃止 （単位：千円）

起 債 の 目 的
補 正 後補 正 前

25年以内
（うち据置5
年以内）の
年賦又は半
年賦とし、
元金均等又
は元利均等
の方法によ
り償還す
る。
ただし、財
政の都合に
より据置期
間中であっ
ても繰上償
還をし、償
還年限を短
縮し、又は
低利債に借
り換えるこ
とができ
る。

1.5％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金、地方
公共団体金
融機構資金
等につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

普通貸借 － － － －

合併特例債へ組み
換え

公共施設等適正管
理推進事業債へ組
み換え

子どもの居場所
整 備 事 業

保 健 体 育 施 設
整 備 事 業

社 会 教 育 施 設
整 備 事 業

24,400

16,600

7,600

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法
備 考
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主 要 事 業 説 明 資 料 学校教育１

（単位：千円）

特定財源の内訳

事業名 ICT教育推進事業 拡充
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

331,817 165,908 165,900 9

施　　策 知・徳・体を育成する教育の推進 公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 165,908千円

総
合
計
画

戦　　略 定住人口増戦略

基本方針 地域に根ざした教育の推進・子育て支援
補正後予算額

○国の補助概要 （補足）

（参考）国の児童生徒1人１台端末整備事業
○燕市整備概要

※AP＝アクセスポイント ※本市では、国の整備構想に合わせた整備を検討しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 165,908千円
ＩＣＴ教育推進事業債（補正予算債）
　　　　　　　　　　　　　　　　 　165,900千円

423,882
補正理由

国の補助金（補正予算）を活用し、市内小中学校の無線LAN環境
及び電源キャビネットを整備するため、補正予算を計上します。

事業費内訳
・設計監理委託料　　　　　　　　　　　　8,998千円
・工事請負費　　　　　　　　　　　　　322,819千円

期待される効果
校内の概ね全ての教室からネットワークにアクセスすることを可
能にすることで、学校現場でのICT機器の活用の幅を広げ、より
効果的な学習を可能にします。

担当課 教育委員会　学校教育課

目　的
市内小中学校の普通教室、体育館及び特別教室等に無線LAN環境を整備することにより、将来的な1人1台端末に対応できる学習環境を実現しま
す。

事業概要

普通教室（小4～中3）
普通教室（小1～小3）

特別支援教室
体育館
特別教室等

補助期間 ～R2年度まで ※それ以降は補助なし
電源キャビネット：PC端末の充電及び保管が目的
　　　　　　　　　　　普通教室に1台ずつ設置予定
校内無線LAN環境：H28年度に普通教室は整備済
                   　　　（小１～小３はAP未設置）
防災Wi-Fi：H28年度に一部の学校の体育館に整備
　　　　　　 　1人1台端末環境には対応できないため再整備

新規配線整備・AP設置
新規配線整備・AP設置
新規配線整備・AP設置

事業概要：国公私立の小・中・特支等の児童生徒が
　　　　　　 使用するPC端末を整備
補助範囲：児童生徒の2/3分の端末整備
補助割合：定額（4.5万円/台）
補助期間：～R5年度まで

対象学校種 小学校、中学校、特別支援学校、高等学校等

校内LAN整備工事、電源キャビネット整備工事

[上限]3,000万円（学校単位）
[下限]400万円（設置者単位）

1/2
設置者

配線入替・AP設置、電源キャビネット設置
配線入替、電源キャビネット設置

交付決定単位
補助割合

補助上下限額

補助対象
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